令和４年３月版
訪問看護及び介護予防訪問看護事業
指定更新（指定）申請に必要な書類一覧（チェックリスト）

申請（開設）者名：　　　　　　　　　　　　　　事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　

※提出書類は、左側２つ穴で綴り、書類の右側に必ずインデックス（早見表の番号）を付けてください。

　また、事業所控えにも提出書類と同様にインデックスを付けてください。
	早見表番号
	提出書類
	様式等
	チェック項目

	２，３

□　□
	居宅サービス事業者等自主点検表
	別添３－１

別添３－２
	□　記載漏れはないか

	４
□


	指定居宅サービス事業者等指定更新申請書（兼）指定介護予防サービス事業者指定申請書
	
	□　申請年月日、法人所在地、法人名称、法人代表者の職・氏名を記入しているか

□　記入担当者名を記入しているか
□　記載例を参照し、すべての項目を記載したか

□　新規指定又は指定更新、もしくは直近の変更届からの変更はないか。あれば変更届を提出してください。

	５
□
	介護予防サービス廃止届出書

（介護予防サービスと介護サービスの指定更新日が異なっている場合）
	別添１－３
	□　開設者の住所、氏名が記入されているか

□　事業所の名称、所在地が記入されているか
※　介護サービスと介護予防サービスの指定更新日を合わせる場合、介護予防サービスについては、廃止届を提出していただきます。

□　廃止日は介護サービスの更新期限日（更新予定日の前日）を記入しているか

	６
□
	指定（介護予防）訪問看護事業所の指定更新に係る記載事項
	付表３


	□　全ての項目を記載しているか

□　管理者は看護師又は保健師か（准看護師は不可）

□　管理者の氏名、生年月日がNo36誓約書と一致しているか

□　管理者が兼務する場合の記入がなされているか

□　看護職員の勤務形態毎の人数が、勤務形態一覧表、運営規程と一致しているか

□　下記の項目が運営規程と一致しているか　

□　営業日、営業時間
□　その他の年間の休日

　　□　通常の事業の実施地域

※　変更届の提出が必要な内容について、未提出の場合は、速やかに変更届及びその添付書類を提出してください

	７
□
	法人履歴事項全部証明書（登記簿謄本）、条例
	
	□　履歴事項全部証明書（登記簿謄本）の目的欄に申請事業を実施する旨の記載があるか（変更される場合は、事前に法人所轄担当部署に相談ください。）

（例）介護保険法に基づく訪問看護事業及び介護予防訪問看護事業
□　原本を提出しているか

□　今回の更新申請の前に、他の申請・届出等で原本を提出している場合は、その写しを提出しているか

※法人登記簿謄本の証明日付が、更新申請日からおおむね3ヶ月前までのものに限ります。

□　直近の変更届で原本が提出されている場合、変更届出年月日を余白に記入しているか
□　申請者が自治体の場合は、条例（公報の写し）を添付しているか



	１２
□


	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

２か月分

※更新申請書提出の直近月 及び その３ヶ月前の月 の勤務形態一覧表を提出してください。
(例)令和○○年８月に申請書を提出する場合、

令和○○年７月及び４月分


	参考様式１
	· ２ヶ月分の勤務形態一覧表が提出されているか

· 管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数（４週間分）を記載しているか

□　職種は、管理者・看護職員・理学療法士等、その他（事務員等）に区分して記載して記載しているか

□　「４週の合計時間数」「週平均の勤務時間数」の合計及び常勤換算後の人数はあっているか

□　当該事業所において常勤の従業員が勤務すべき時間数は記載されているか

□　管理者は常勤か

□　管理者の資格は看護師又は保健師か

□　看護職員は常勤換算方法で２．５以上か
　□　管理者が看護職員を兼務し、管理業務に支障がないため、看護職員の常勤換算を１．０人で算定
　※常勤換算は、理学療法士、作業療法士、その他（事務員等）を除いた看護職員の勤務延時間数により換算する

□　看護職員のうち１名は常勤か

	１３
□

	組織体制図

※更新申請書提出の直近月と合致すること

(例)令和○○年８月に申請書を提出する場合、

令和○○年７月時点のもの

	
	· 当該更新申請事業所以外に介護サービス事業を実施し、その事業所との間に兼務職員がいる場合には、兼務関係が明確にわかるように作成しているか　（従業者名を記載しているか）
· 他の事業所との間に兼務職員がいる場合、兼務している事業所の勤務形態一覧表(No.12の様式)を添付しているか

※No.12勤務形態一覧表の提出月と合致すること

※兼務先が介護サービス事業所以外で勤務形態一覧表が提出できない場合、兼務職員の勤務状況が分かる資料を提出してください。

	１４
□
	資格証の写し

（Ａ４より大きいサイズのものは、Ａ４サイズに縮小してください。）
	
	□　看護師、准看護師、保健師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の資格を証するものの写し

※資格取得後に改姓している場合は、資格証の写しの余白部分または裏面に、変更後の氏名を記載してください。

□　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表に記載した氏名の順に並べて添付しているか



	１５
□
	従業者の雇用契約書及び賃金台帳の写し２か月分

(例)令和○○年８月に申請書を提出する場合、

令和○○年７月及び４月分


	
	□　勤務形態一覧表の順に並べているか

□　№12の「勤務体制及び勤務形態一覧表」に記載されている従業者すべての雇用契約書及び賃金台帳(2ヶ月分)を添付しているか

□　常勤職員で雇用契約書がない場合は、労働者台帳あるいは辞令の写しを添付しているか

□　雇用契約書等に記載されている勤務地は、更新予定事業所となっているか

□　№12勤務形態一覧表と整合性があるか

□　雇用契約書等の記載漏れ（誤り）はないか

□　時間外勤務がある場合は、時間外労働・休日労働に関する協定届（労働基準監督署への届出）の写しを添付しているか

□　勤務形態一覧表に突合する月の賃金台帳となっているか

□　福岡県で定められている最低賃金は遵守されているか
□　おおむね週20時間以上勤務している従業員は雇用保険に加入しているか

※最低賃金や雇用保険に関することについては労働基準監督署等へご相談ください。

	２２
□
	事業所の平面図

（写真の位置番号付き）
	参考様式７
	□　当該事業で使用する箇所（事務室、相談スペース、手指洗浄設備としての洗面所等）及び備品の配置がわかるように作成されているか

□　訪問看護事業専用区画を有しているか

□　他事業と兼用の場合は、事業ごとの専用区画が明らかになるように記載しているか

※　専用区画に変更がある場合は、変更届を提出する必要があります。未提出の場合は、速やかに変更届及びその添付書類を提出してください。
□　写真の撮影方向が明示されているか
□　複合施設（住居兼用を含む）の場合は、訪問看護事業所専用部分を表示した、施設全体の平面図を提出すること



	２３
□
	事業所の写真

（平面図の位置番号付き）

（白黒コピー不可）
	
	□　下記の写真が添付されているか

□　事業所の外観（建物）
□　玄関（入口）付近

□　事務室

□　相談スペース
□　手指洗浄設備

□　写真はＡ４台紙に貼付されているか（デジカメでＡ４サイズにレイアウト印刷も可。ただし、Ａ４台紙に３枚までの添付とする。）

	２５
□
	備品の一覧表
	
	□　当該事業で使用する事務机、パソコン、ファクシミリ等の備品の台数が明記されているか

※　対象は、耐用年数が１年を超え、取得価額が

２万円以上の物です。

※　財産台帳の写しでも構いません。

	２８
□
	案内図（近隣見取り図）
	
	□　鉄道駅、小学校等目標となる所から事業所までの案内図が添付されているか。

	２９
□
	運営規程
	
	□　以下の内容が具体的に記載されているか

□　事業の目的及び運営の方針

□　従業者の職種、員数及び職務内容

□　営業日及び営業時間

　　　□　その他の年間の休日　　　　

　　□　指定訪問看護の内容及び利用料その他の費用の額

　　　○　実施地域以外の交通費を徴収しているか
□　徴収していない
　　　□　徴収している

　　　　□　徴収している場合、金額を記載しているか
　　□　通常の事業の実施地域

　　□　緊急時等における対応方法

　　□　その他運営に関する重要事項

　□　職員研修等の内容

　　　　□　従業者の守秘義務
　　　　□　虐待の防止のための措置に関する事項
　　□　利用料金については、利用者に説明するための利用料金表が添付されているか

	３０
□
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式６
	□　事業所名、サービス種類は正確に記載されているか

□　常設の窓口を設けているか

□　事業所のスタッフから担当者を選任しているか

□　処理体制や手順が適切か

□　公的機関苦情相談窓口として、実施地域すべての市町村（保険者）の介護保険所管部署（北九州市においては区役所の保健福祉課）と福岡県国民健康保険団体連合会の介護保険相談窓口を記載しているか

	３１
□
	決算書
	
	□　介護保険と医療保険の会計を区分しているか

□　指定訪問看護の会計とその他の事業の会計を区分しているか
【提出資料】
· 法人税の申告資料に付属する決算報告書
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書等を含む書類一式）

· 複数の事業を実施している場合、対象事業の収支の分かるもの
※直近の決算資料をご提出下さい。


	３２
□
	損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類
	
	□　損害賠償保険証書の写しが添付されているか（手続き中の場合は、申込書及び領収書の写し）
□　保険の内容に訪問看護ステーションでの医療行為が含まれているか（病院とは別に加入が必要）

□　保険の有効期間は、更新予定日以降になっている　

　　か

※保険の有効期間が更新予定日より前の場合は、更新の手続きを行ってください。

	３６

□
	①誓約書（介護保険法第７０条第２項各号等に該当しないこと）

及び

②誓約書

（暴力団排除）


	様式３－１

様式３－２
	□　北九州市のホームページに現在掲載されている最新の様式を使用しているか

□　誓約書欄と別記部分とが両面コピーされている　

　　か

□　原本が提出されているか

□　申請年月日が記載されているか

□　北九州市長宛てになっているか

□　法人所在地及び名称、代表者の職氏名を記載しているか

□　事業所名、サービス種類、事業所番号が正確に記載されているか
□　②誓約書については、全ての役員等について記載されているか

□  ②誓約書については、当該事業所の管理者について記載されているか

	３７
□
	①建物または事業所が法人名義の場合
②建物又は事業所が賃貸の場合
	
	【①の場合】

□　建物又は事業所の名義は、申請法人名義であるか

【②の場合】

□　賃貸借契約書の書類を添付しているか

□　申請法人が賃借人となっているか

□　家賃の支払いが確認できる書類を添付している　

　　か（領収書あるいは通帳等の写し）

	４１
□
	介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
	
	□　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表を提出しているか

□　現在届出をしている加算について、申請時点で算定要件を満たしていることが分かる添付書類を提出しているか

※必要な添付書類については、チェックリストを参照
※算定の有無にかかわらず、現在、届出をしている加算について提出してください。

※体制に変更がある場合は、別途変更届および添付書類が必要です。更新申請と同時に受付はできかねますので、別送してください（更新申請書類に加算の変更届を同封する場合は、事前にご連絡ください）。


	４２

□
	変更届出書

※該当事業所のみ提出ください。
	
	□　変更届出書（規則第21条関係）を提出している　

　　か

　　※表下の「変更年月日」には、届出日ではなく変更があった年月日を記載してください。

□　必要な添付書類を提出しているか

　　※必要な添付書類については、チェックリストを参照ください。なお、早見表番号１～４１ですでに提出済みの書類については、重複して提出いただかなくて結構です（資格証の写し、運営規程等）。


	４３
□
	サテライト事業所に関する添付書類等
	
	· 早見表番号６、１２、１３、１４、１５、２２、２３、２６、３７、４１について、本体事業所分とサテライト事業所分とそれぞれ記載し、サテライト事業所分については４３にまとめて添付してください。

	１

□
	指定（更新）申請に必要な書類（チェックリスト）
	当該様式
	□　すべての項目と申請書類をチェックしてチェックを入れたか

	※

□
	パンフレット
	
	□　事業所で制作したパンフレット等があれば、１部添付してください。


＊ 福岡県の領収証紙は必要ありません。更新申請書を受け付けた後、北九州市の納付書を郵送しますので、当該納付書にて審査手数料を納めてください。
